
 

 

 

特定商取引法違反の事業者等に対する行政処分について 

 

石川県は、特定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」という。）に基づき、

令和４年３月１日付けで、化粧品、健康食品等を販売している連鎖販売業者である

株式会社ＡＲＫに対し、取引等停止命令（３か月）及び違反行為の是正等を指示する

とともに、同社の前代表取締役に対して業務禁止命令（３か月）を行いました。 

なお、本件は、石川県と中部経済産業局が連携して調査を行い、同局も同日付けで

行政処分を行っています。 

 

１．事業者の概要 

（１）名 称：株式会社ＡＲＫ（アーク） 

（法人番号：２１８０００１１２５４７０） 

（２）本店所在地：東京都文京区湯島三丁目３９番５号ラレーブ湯島５Ｆ 

（違反行為当時の本店所在地：愛知県名古屋市東区泉一丁目

１３番３６号パークサイド１３３６ビル６Ｆ）  

（３）代 表 者：代表取締役 東門 猛（とうもん たけし） 

（違反行為当時の代表者：代表取締役 葉室 一政（はむろ 

かずまさ）） 

（４）設 立：平成２８年１１月１日 

（５）資 本 金：３００万円 

（６）取 引 類 型：連鎖販売取引 

（７）取 扱 商 品：化粧品、健康食品等 

 

２．特定商取引法に違反する行為 

（１）勧誘目的等の明示義務に違反する行為（勧誘目的の不明示）（特定商取引法第 

３３条の２） 

（２）勧誘目的を告げずに誘引した者に対する公衆の出入りしない場所における勧誘 

（特定商取引法第３４条第４項） 

（３）ＡＲＫの統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販売契約の締結について迷惑を 

覚えさせるような仕方で勧誘をする行為（特定商取引法第３８条第１項第３号） 

 

３．行政処分の概要 

（１）ＡＲＫに対する行政処分の概要－別紙１のとおり 

（２）葉室一政に対する行政処分の概要－別紙２のとおり 



（別紙１） 

 

株式会社ＡＲＫに対する行政処分の概要 

 

１．事業概要 

株式会社ＡＲＫ（以下「ＡＲＫ」という。）は、「Ｓａｎｃｔｕａｒｙ Ｓｋｉｎ 

Ｃａｒｅ Ｓｅｒｉｅｓ」と称する化粧品及び「Ｅｖｅｒ Ｇｒｅｅｎ Ｌｉｆｅ 

Ｓｕｐｐｌｅｍｅｎｔ」と称する健康食品（以下「本件商品」という。）等を販売

する事業を行い、「ボーナス」と称する利益を収受し得ることをもって、本件商品

等の販売をあっせんする者（以下「会員」という。）を誘引し、その者と本件商品

等の購入を伴う本件商品等の販売に係る取引（以下「本件連鎖販売取引」という。）

を行っている。 

当該利益は特定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」という。）第３３条

第１項に規定する特定利益（「以下「特定利益」という。」に該当し、本件商品の購

入は同項に規定する特定負担（以下「特定負担」という。）に該当することから、

ＡＲＫは同項に規定する連鎖販売業を行っている。 

 

２．処分の内容 

（１）取引等停止命令 

ＡＲＫは、令和４年３月２日から令和４年６月１日までの間、連鎖販売業に係

る次の取引等を停止すること。 

ア ＡＲＫが行う連鎖販売取引（特定商取引法第３３条第１項に規定する連鎖販売

取引をいう。以下同じ。）について勧誘を行い、又は同社が統括する一連の連鎖

販売業に係る連鎖販売取引について勧誘を行わせる者（特定商取引法第３３条の

２に規定する勧誘者をいう。以下「勧誘者」という。）に勧誘を行わせること。 

イ ＡＲＫが行う連鎖販売取引についての契約の申込みを受け、又は勧誘者に当該

取引に係る契約の申込みを受けさせること。 

ウ ＡＲＫが行う連鎖販売取引についての契約を締結すること。 

 

（２）指示 

勧誘者は、特定商取引法第３３条の２に規定する勧誘目的等の明示義務に違反

する行為（勧誘目的の不明示）及び同法第３４条第４項の規定により禁止される

勧誘目的を告げずに誘引した者に対する公衆の出入りする場所以外の場所にお

いて特定負担を伴う取引についての契約の締結について勧誘をする行為並びに

同法第３８条第１項第３号に掲げるＡＲＫの統括する一連の連鎖販売業に係る

連鎖販売契約の締結について迷惑を覚えさせるような仕方で勧誘をすることに

該当する行為をしている。かかる行為は、特定商取引法の規定に違反し、又は指



示対象行為に該当するものであることから、当該行為の発生原因について、調査

分析の上検証し、再発防止策を講ずるとともに、コンプライアンス体制を構築（法

令及び契約に基づく返金及び解約の問合せ等に適切かつ誠実に対応することを

含む。）し、これらをＡＲＫの役員、従業員及び会員に、前記（１）の取引等停

止命令に係る取引等を再開するまでに周知徹底すること。 

また、当該再発防止策及び当該コンプライアンス体制について、前記（１）の

取引等停止命令に係る業務を再開する１ヶ月前までに、石川県知事まで文書にて

報告すること。 

 

３．処分の根拠となる法令の条項 

特定商取引法第３８条第１項及び第３９条第１項 

 

４．行政処分の原因となる事実 

勧誘者は、以下のとおり、特定商取引法の規定に違反し、又は同法に規定する指

示対象行為に該当する行為をしており、ＡＲＫには、連鎖販売取引の公正及び連鎖

販売取引の相手方の利益が著しく害されるおそれがあると認定した。 

 

（１）勧誘目的等の明示義務に違反する行為（勧誘目的の不明示）（特定商取引法第

３３条の２） 

勧誘者は、遅くとも令和元年１２月以降、本件連鎖販売取引をしようとすると

き、その勧誘に先立って、その相手方に対し、「おれさ、口コミのバイトみたい

なことしとるんやけど興味ないけ？」、「今俺さ、社会人のサークルやってんだ

けど、その日ボーリングやるんだよね 先輩が連れてきてもいいって言うしどう

かなって」などと告げるのみで、特定負担を伴う取引についての契約の締結につ

いて勧誘をする目的である旨を明らかにしていない。 

 

（２）勧誘目的を告げずに誘引した者に対する公衆の出入りしない場所における勧

誘（特定商取引法第３４条第４項） 

勧誘者は、遅くとも令和元年１２月以降、特定負担を伴う取引についての契約

の締結について勧誘をするためのものであることを告げずに、電磁的方法によ

り、特定の場所への来訪を要請する方法により誘引した者に対し、公衆の出入り

する場所以外の場所において、当該契約の締結について勧誘をしている。 

 

（３）ＡＲＫの統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販売契約の締結について迷惑

を覚えさせるような仕方で勧誘をする行為（特定商取引法第３８条第１項第３

号） 

勧誘者は、遅くとも令和３年２月以降、本件連鎖販売取引についての契約（以



下「本件連鎖販売契約」という。）を締結しない旨の意思を表示している者に対

し、複数名で長時間にわたり執ように勧誘をするなど、当該連鎖販売契約の締結

について迷惑を覚えさせるような仕方で勧誘をしている。 

 

５．勧誘事例 

【事例１】勧誘目的等の明示義務に違反する行為（勧誘目的の不明示）及び勧誘目的

を告げずに誘引した者に対する公衆の出入りしない場所における勧誘 

 

 

【事例２】勧誘目的等の明示義務に違反する行為（勧誘目的の不明示）、勧誘目的を

告げずに誘引した者に対する公衆の出入りしない場所における勧誘及びＡ

ＲＫの統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販売契約の締結について迷惑

を覚えさせるような仕方で勧誘をする行為 

令和元年１２月頃、勧誘者Ｚは、消費者Ａに「おれさ、口コミのバイトみたい

なことしとるんやけど興味ないけ？」、「口コミして収入をもらうって感じ」、

「スキマ時間でできるからそんな大変じゃないし笑」、「１８時に●●（飲食店

の名称）の〇〇（飲食店の店舗名）に集合で！」などと特定負担を伴う取引につ

いての契約の締結について勧誘をするためのものであることを告げずに、メッ

セージアプリによりメッセージを送り、Ａに対し、飲食店への来訪を要請して誘

引した。 

令和元年１２月頃、Ｚは、Ａと飲食店の駐車場で合流すると、Ａに対し、「近

くに事務所があるからそこで話そう」などと告げ、ＡＲＫ又はＡＲＫの会員と関

係のない一般人が出入りすることがない場所であるＡＲＫの事務所にＡを連れて

行き、ＡＲＫの事務所の一室に案内したところ、勧誘者Ｙが現れ、話を始めた。 

この時点までに、Ｚ及びＹは、Ａに対して、特定負担を伴う取引についての契

約の締結について勧誘をする目的である旨を告げたことはなかった。 

当該事務所において、Ｚ及びＹは、Ａに対し、ＡＲＫの会員になるには本件商

品を３つのコースから１つを選んで購入する必要があるが、ＭＡＸコースと称す

るコースの本件商品を購入すると将来的に一番利益が上がること、購入するコー

スによって、得られる特定利益が異なること、本件商品を知人等に紹介し、当該

知人等が新たに会員となれば、ボーナスと称する報酬が受け取れることなどを告

げて、本件連鎖販売取引についての契約の締結について勧誘をした。 

Ａは、当日、ＡＲＫと当該契約を締結した。 

その後、Ａは、当該契約を解約した。 



 

令和３年２月頃、勧誘者Ⅹは、消費者Ｂに「久しぶり！元気？」、「今俺さ、社

会人のサークルやってんだけど、その日ボーリングやるんだよね 先輩が連れて

きてもいいって言うしどうかなって」、「場所は●●（具体的なボウリング場の施

設名）やな」などと、特定負担を伴う取引についての契約の締結について勧誘を

するためのものであることを告げずに、メッセージアプリによりメッセージを送

り、Ｂに対し、ボウリング場への来訪を要請して誘引した。 

令和３年２月頃、当該ボウリング場において、Ｘがサークルの先輩と称して勧

誘者Ｗ及び勧誘者ＶをＢに紹介した後、Ｘ及びＷは、Ｂに対し、ボウリングの後

に食事会があるので来ないか、ためになる話も聞けるなどと告げ、ＢをＡＲＫ又

はＡＲＫの会員と関係のない一般人が出入りすることがない場所であるＡＲＫの

事務所に連れて行った。 

この時点までに、Ｘ及びＷは、Ｂに対して、特定負担を伴う取引についての契

約の締結について勧誘をする目的である旨を告げたことはなかった。 

その日の午後５時頃から、当該事務所において、Ｗは、Ｂを含む複数の消費者

に対し、セミナー形式で、約２時間という長時間にわたり、途中休憩を挟むこと

もなく、「ＡＲＫのビジネスをやっていれば、副収入があるよ」、「金額が大きいコー

スだと自分に戻ってくるバックも大きくなる。」、「紹介した人から広がって人が増

えると自分の階級が上がる。」、「階級ごとにバックも大きくなるので、最初から

バックの大きいコースに入っていた方が得だ。」などと説明して、勧誘をしていた。

なお、Ｘ及びＷは、当該勧誘をする目的である旨を告げていなかっただけでなく、

このようなセミナーを行う予定であることも、Ｂに対して一切告げていなかった。 

セミナーが終了した後も、Ｘ及びＷは、Ｂを４人掛けのテーブルに案内し、更

にＶを加えて３人で、ＡＲＫとの契約を締結するよう求めた。このとき、Ｖから

「このセミナー聞いてどう思った」などと尋ねられたＢは、Ｖに対し、「そんなう

まい話きいたことないし」、「そんなんやったらみんなやるんじゃない」などと、

セミナーで説明された内容について、否定的な意向を伝えたにもかかわらず、Ｖ

は、「紹介されたからここにいるんやし、誰でも来れるわけじゃない」、「限られた

人間。今、良いチャンスやよ。」などと勧誘を継続し、Ｘ及びＷもこれに同調して

いた。 

Ｂは、Ｗらに対し、「紹介する人は思いつかない」、「お金には困ってないです」

などと本件連鎖販売契約を締結しない旨の意思を表示していたにもかかわらず、

Ｘ、Ｗ及びＶは、契約の締結を求め続けた。 

前記セミナーを含め既に長時間の勧誘を受けていたＢは、疲弊し、Ｗらとのや

り取りを終わらせたい、契約した後でクーリング・オフすればよいと考え、遅く

とも午後７時４０分頃までに、ＡＲＫと本件連鎖販売取引に係る契約を締結した。 

その後、Ｂは、当該契約を解約した。 



（別紙２） 

 

葉室 一政に対する行政処分の概要 

 

１．名宛人 

葉室 一政（以下「葉室」という。） 

 

２．処分の内容 

葉室が、令和４年３月２日から令和４年６月１日までの間、次の業務を新たに開

始すること（当該業務を営む法人の当該業務を担当する役員となることを含む。）

を禁止する。 

（１）特定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」という。）第３３条第１項に

規定する連鎖販売業に係る連鎖販売取引（以下「連鎖販売取引」という。）につ

いて勧誘を行い、又は同法第３３条第２項に規定する統括者がその統括する一連

の連鎖販売業に係る連鎖販売取引について勧誘を行わせる者（同法第３３条の２

に規定する勧誘者をいう。以下「勧誘者」という。）に勧誘を行わせること。 

（２）連鎖販売取引についての契約の申込みを受け、又は勧誘者に契約の申込みを受

けさせること。 

（３）連鎖販売取引についての契約を締結すること。 

 

３．処分の根拠となる法令の条項 

特定商取引法第３９条の２第１項 

 

４．処分の原因となる事実 

（１）別紙１のとおり、株式会社ＡＲＫ（以下「ＡＲＫ」という。）に対し、特定商

取引法第３９条第１項に基づき、ＡＲＫが行う連鎖販売取引の一部等を停止すべ

き旨を命じた。 

（２）葉室は、少なくとも令和４年１月３１日までの間、ＡＲＫの取締役（特定商取

引法第３９条の２第１項に規定する役員）であり、かつ、ＡＲＫが停止を命ぜら

れた業務の遂行に主導的な役割を果たしていた。 

 


